＜筑波研究学園都市立地機関概要調査＞

調　査　票（公的機関）
調査基準日：平成２９年１月１日現在
◎　この調査は、筑波研究学園都市における研究集積・産業集積の全体像を紹介する際などの基礎資料とするために実施するものです。

◎　ご回答の内容は、すべて統計処理し、個々の事業所に関する情報を明らかにすることはありません。また、この調査の目的以外には使用しませんので、できる限り実態のとおりにお答えくださいますようお願い申し上げます。

１　事業所の名称等
	貴事業所の名称
	（ふりがな）

	
	

	貴事業所の代表者
	（お役職名）

	
	（お名前）



	この調査のご回答者
	（お役職名）

	
	（お名前）


※　名称等は、正式なものをご記入ください。
　　なお、法人の種別については、次のように省略して結構です。

　　　株式会社：(株)、有限会社：(有)、合名会社：(名)、合資会社：(資)、合同会社：(同)、
相互会社：（相）、公益社団法人：（公社）、公益財団法人：（公財）、一般社団法人：(一社)、
一般財団法人：(一財)、学校法人：(学)、医療法人：(医)、
国立研究開発法人（国研）、独立行政法人：(独)、国立大学法人：(大)

２　事業所の所在地等
	貴事業所の所在地、ご連絡先
	〒

（電話番号）　　　　　　　　　　　　　　（ＦＡＸ番号）　　　　　　　　　　　　　　

	貴事業所の立地状況
	①単独で立地している（独立した敷地、建物である）
②工業団地に立地している（東光台、筑波西部、筑波北部、リサーチパーク羽成、テクノパーク豊里、テクノパーク大穂、上大島、テクノパーク桜、みどりの）

③つくば研究支援センター・つくば創業プラザに入居している

④その他の業務施設等に入居している


３　事業所の開設時期

	貴事業所の開設時期

	　昭和・平成　　　　年　　月　　日




※　貴事業所が現在地で事業を開始した時期をご記入ください。筑波研究学園都市内で移転した場合には、最初に事業を開始した時期をご記入ください。
４　本所・支所の別
	貴事業所の本所・支所の別
	①単独事業所

　　　‥‥他の場所に同一経営の本所（本社・本店）や支所（支社・支店）を持たない事業所。
②本所・本社・本店

　　　‥‥他の場所に同一経営の支所（支社・支店）があって、それらのすべてを統括している事業所。本所（本社・本店）の各部門がいくつかの場所に分かれているような場合は、社長などの代表者がいる事業所を本所とし、他は支所とする。

③支所・支社・支店

　　　‥‥他の場所にある本所（本社・本店）の統括を受けている事業所。上位の事業所の統括を受ける一方で、下位の事業所を統括している中間的な事業所も支所とする。

※③の場合は本所・本社・本店の名称、所在地をご記入ください。
（名称）
（所在地）



５　事業所の形態
	貴事業所の形態


	①事務所　　　②営業所　　　③工場　　　④研究所　　　⑤倉庫
⑥配送センター
⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



※複数の機能を有している場合は該当するものすべてに○を付けてください。
６　事業所内の研究機能の有無
	貴事業所内の研究機能の有無、研究分野

	①事業所内で研究開発を行っている　→　ア　事業所内に研究施設がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　事業所内に研究施設はない

②事業所内では研究開発を行っていないが事業所外に研究費を支出している

③研究開発を行っていない

	
	①または②の場合、研究開発の対象としている分野について該当するすべてに○を付けてください。（複数の分野に渡る場合には、関係するすべてに○をつけ、最も中心となる分野について「うち主なもの」１つに○を付けてください）
分野
人文・社会
科学
理学

工学

農学

保健

(医・歯・
薬学)
保健

（その他）
その他
該当

うち主
なもの

※上記の分類は、国の「科学技術研究調査」を参考にしています。


７　資本金等の額
	貴法人の資本金等（資本金、出資金、基金）の額
	①１００万円未満　　　　　　　　　②１００万円以上２００万円未満

③２００万円以上５００万円未満　　④５００万円以上１千万円未満

⑤１千万円以上３千万円未満　　　　⑥３千万円以上５千万円未満

⑦５千万円以上１億円未満　　　　　⑧１億円以上１０億円未満

⑨１０億円以上５０億円未満　　　　⑩５０億円以上

	
	※差し支えなければ、資本金等の額を具体的にご教示ください。

　　　　　　　　　　　　　　　万円（１万円未満は四捨五入）


※　直近の資本金等の額をご記入ください。
※　会社企業以外の事業所におかれましては、平成２８年度の予算額（平成２９年１月１日現在）をご記入ください。
８　事業所の主な事業
	貴事業所の主な事業
	①

②

③

④




９　事業所の敷地・建物の状況
	貴事業所の敷地面積
	　　　　　　　　　　　　　　　㎡




※　建物の一部を区分所有、賃借等している場合は、延べ床面積をご記入ください。
１０　事業所の職員（従業員）の状況

１０－１　職員数
	
	事務・管理部門
	製造部門
	研究部門
	その他
	合計

	貴事業所の総職員数
	人
（うち外国人　   　）
	人
（うち外国人　   　）
	人
（うち外国人　   　）
	人
（うち外国人　   　）
	人
（うち外国人　   　）

	内

訳
	正規の職員
	人
（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）

	
	非正規の職員
	人
（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）
	（うち外国人　   　）


※日本人と外国人の合計数を計上し、（　）にうち外国人数をご記入ください。

※「非正規の職員」欄には、パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、業務の委託・請負など、正規の職員以外のすべての方を計上してください。

１０－２　研究者数、博士号取得者数
	
	研究者数
	博士号取得者数

	
	正規の職員
	非正規の職員
	合計
	正規の職員
	非正規の職員
	合計

	貴事業所の研究者数、博士号取得者数
	人
(うち外国人　　　)
	人
(うち外国人　　　)
	人
(うち外国人　　　)
	人
(うち外国人　　　)
	人
(うち外国人　　　)
	人
(うち外国人　　　)

	内訳
	男性
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)

	
	女性
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)
	(うち外国人　　　)

	（注１）

新規採用に占める女性の割合(H27年度)
	％
	％
	
	
	
	


※日本人と外国人の合計数を計上し、（　）にうち外国人数をご記入ください。

※「研究者」とは、専門的知識を有する人で、特定のテーマをもって研究を行っている人をいいます（研究補助者を含み、技能者、研究事務その他の関係者を除く）。

　　なお、管理者のうち、研究経歴のある人は「研究者」に含めてください。
　　　「研究補助者」とは、「研究者」を補佐し、その指導にしたがって研究関係業務に従事する人をいいます。
　　　「技能者」とは、「研究者」又は「研究補助者」の指導監督のもとに、研究に付随する技術的サービスを行う人をいいます。

　　　「研究事務その他の関係者」とは、研究関係業務のうち、庶務、会計などの事務に従事する人をいいます。（以上の定義は、国の「科学技術研究調査」を参考にしました。）
※「博士号取得者」とは、国内外を問わず授与された博士号を有している人をいいます。

注１：本項目は調査基準日によらずH27年度の実績をご記入ください。新規採用は中途採用も含みます。すでに公表・報告している数字がある場合は、その数値をご記入ください。
１１　平成２８年度の研究費（予算額）
	貴事業所の平成２８年度の研究費（予算額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円


※　研究費に関しては、経理上研究費の項目として計上されていない場合でも、研究のために使用した（今後使用する予定である）経費を分離してご記入ください。

※　自己資金、外部から受け入れた資金を問わず、事業所内で使用した（今後使用する予定である）経費をご記入ください。
※　研究部門とその他の部門に分けて算出することが困難な場合には、適宜、按分した金額をご記入ください。

※　すでに「研究費」として報告、公表等しているものがあれば、その金額をご記入ください。
１２　ベンチャー企業の創出件数
	
	平成２７年度

（平成２７年４月１日～２８年３月３１日）
	貴事業所の開設から平成２６年度末（平成２７年３月３１日）までの累計

	貴事業所におけるベンチャー企業の創出件数
	件
	件


１３　外部との連携
１３－１　共同研究・受託研究の実施状況
	貴事業所における共同研究・受託研究の実施状況
	　①実施している　　　②実施していない


※　平成２７年度（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間）に実施した件数（この期間に開始したもの、終了したもの、継続中のもの）をご記入ください。
１３－２　共同研究・受託研究の件数
	
	共同研究・受託研究の相手方
	共同研究
	受託研究

	貴事業所における共同研究・受託研究の件数
	総数
	件
	件

	
	内
訳
	国立試験研究・教育機関等
	
	

	
	
	国立大学法人
	
	

	
	
	独立行政法人
	
	

	
	
	特殊法人
	
	

	
	
	公益法人
	
	

	
	
	民間の企業・研究機関
	
	

	
	
	私立大学
	
	

	
	
	外国の企業・研究機関等
	
	

	
	
	その他
	
	


※　平成２７年度（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間）に実施した件数（この期間に開始したもの、終了したもの、継続中のもの）をご記入ください。

◎　貴事業所における最近の動向（この１年の間に大きく変わったこと（敷地、建物、施設、設備、人材等も含めて））、新技術・新製品開発や新事業創出の状況、産学官連携の取り組みなどのほか、トピックスなどがありましたら、ご教示ください。

	


◎　このようなアンケート調査についてのご意見や、より良いものとするためのご提案などがありましたら、ご教示ください。

	


◎　このアンケート調査の報告書の送付先をお知らせください。

	報告書の送付先


	①アンケート調査票の送付先と同じでよい。

②次の事業所に送付してほしい。
（名称）

（所在地）




　　　ご協力ありがとうございました。
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